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中国の価格改革と商品経済
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おわりに

はじめに

1978年の中共11期3中全会前後から着手されて

きた中国の経済改革はすでに8年目になる。農村

では戸別請負制が全国的に普及し，農産物買付制

度も緩和され市場流通にゆだねられる部分がます

ます増えている。都市でも企業自主権の拡大，市

場メカニズムの導入の方針下に各種の改革措置が

試行されている。総合的改革を試行している都市

はすでに61に及ぶ。対外開放面でも1980年からの

経済特区設置， 84年4月の沿海14都市・海南島の

開放， 85年の3デ、ノレグ地宇野の沿海経済開放区構想、

等を含めて全国的に徐々に実効をあげつつある。

このような経済改革・対外開放政策の推進にと

もない，中国の商品経済化，市場経済化も従来と

比べ著しく進展している。この過程で悩格体系の

不合理性もますます強く認識されてきた。

仮格体系の改革が中国の経済改革の成否の鍵を

握っているという認識を政府当局が初めて公表し

たのは， 1982年12月の第5期全人代の越紫陽報告

においてである。企業に対して法人所得税を全面

的に課していく前提条件として価格体系の改革を

あげている。それより 3カ月前，中共12金大会の
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胡耀邦報告なども市場メカニズム導入との関連で

価格体系改革の必要性を語ってはいる。しかし，

改革のカギを撮っているというような強い認識ま

でには至っていない。農村改革が一段落して都市

改革の試行に着手してのち，次第に認識されてき

た害見点、といってよい（注1)。

その後， 1984年5月の第6期全人代政府活動報

告で越紫陽は経済関係が斉合的でない，なかでも

価格体系が不合理であることが最も重大な問題点

だと指摘している。さらに1984年10月の中共12期

3中全会は，中国経済改革の目指す方向を社会主

義の一つのモデルとして，正統付けようと試みる

と同時に，者fl市改革の全面的推進をかかげてい

る。そのモデノレ化に成功しているかどうかは別に

して，この決定は経済改革の成否が価格体系の改

革に大きく依存していることを改めて確認した。

本稿ではまず，上述のように位置付けられた価

惨改革について現状はどうなっているかを概観す

る。続いて，経済改革・価格改革の推進によって

中国の商品経済化・市場経済化がどの程度進展し

たかをはかる。さらに，このような価格改革や市

場経済化のもたらした問題点のーっとして，価格

の多重化を採り上げてみたい。

（注 1) 氏側総「中国城111改市的進程」（ヒ〉（『瞭

望』 1985｛ド第50号） 20ベージ。閃家経済体制改本・・t,員

会のメンパーが執筆したこの論文Lt，都市改本を 3期

に区分している。 1984年からその第3期IC入るが，都

市改革は「点から面へ」展開したと位置付ける。
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I 価格体系の改革

中国で現在進められている価格体系の改革は，

次の三つの側面からなる。

(1) 各品目聞の価格比の調整

(2) 固定価格から変動価格・自由価格への転換

による価格管理方式の多様化

(3) 価格決定権限の下部組織〔地方や企業など〉

への委譲

中国が経済改革に着手してのち，価格体系の改

革をなぜ組上にのせざるを得なかったかの事情

については，拙稿「経済改革開始後の価格問題」

（『月刊中国経済』 1983年8月号〉で論じてある。

本節では，最近の改革措置を主として採り上げ

る。その際，（2）と（3）は第2項の「価格管理システム

の多様化と分権化」のなかでまとめて説明する。

1. 価格比の調整

主なものをとりあげると，まず1979年から始ま

る農産物買付価格の引き上げがある。 1979年3月

に18種類の主要農産物の政府買付価格が加重平均

で24.8li主引き上げられた。 1980年以降も一部農産

物の寅付拙絡の値上げがあった。その結果， 1984

年の農産物買付価格（統一買付価格，超過買付価格，

協議価格を含む〉の水準は叩年に比べ53.6i;f上昇

している。この6年間の年半均上昇率は7.H主で

ある。 1978年以前の 28年間の年平均上昇率が2.8

右足であったのに比べると，いかに急激な引き上げ

であったかがわかる。

設産物の政府買付価格の上昇に対応して，同時

に農産物の国営商店における小売価格も引き上げ

られた。 1979年11月から蹴肉，卵， 水産物，牛

肉，羊肉，野菜，家禽，牛乳など8種額の主要副

食品価格が上がった。その後も農業・副業生産物

中国の価格改革と商品緩済

など1万品目にわたる価格統制の撤廃などの措置

が講じられた。その影響もあって，国営商店の副

食品小売値は小幅ながら上昇を続け， 1984年は，

78年比；36~与（そのうち野菜は45~＇.九）の値上がりにな

る。 1985年，全国的に実施された価格の自由化に

ついては後に詳しく述べる。

鉱工業製品価格では，後述するように石炭価格

の値上げが著しい。全国の統一配分炭鉱の石炭価

格は1979年と85年に大幅に引き上げられた。セメ

ントは生産量の4分の3が市場で取引されている

が，国家が統一配分する残りの4分のlは1986年

1 月から60～80t~f引き上げられた位l〕。その他の

重要生産財の価格も調整され，鉄鉱石，コークス，

銑鉄，インゴット，ビレット，鋼材，木材，セメ

ント，ガラス，硫酸，精製ソーダ，および農業用

生産財などいずれも値上がりしている。

消費財の公定価格をみると， 1981年に竹木製

品，鉄製品，陶磁様，皮革製品，タパコ，酒が値

上げされた。他方で，テレビ，腕時計，ポリエス

テル綿混紡布，ストレッチナイロン靴下などの価

格は低下した。 19出年には化学繊維製品の値下げ

と綿製品の値上げが行なわれた。この改定でポリ

エステノレ綿混紡布と綿布との価格比は2.4対1か

ら1.4対1に縮小した。

1985年5月15日から鉄道の短距離運賃が引き上

げられた。 lOO;i:品以内の旅客運賃は約37~~去の値上

げである。貨物輸送は200間以内について 1トン当

り4元の割増料金を取ることになった位2）。道路

・水上輸送への転換をはかるためである。

最近 7年間の物価上昇はかなりの程度に及ん

だ。小売物価指数（小売される消費財と農業用生産財

の物価動向を示ナ〉は1950年から78年までの28年間

では年率1.1山上昇したにすぎない。ところが

1978～85年の小売物価指数は年率3.6主なにもなる。
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R本の消費者物価指数の特殊分類に近似している

職員・労働者生計費指数（都市の小売物価指数とサ

ーピス価格指数との加重平均〉も同様に， 1950～78 

年の年率1.3r，；に対し， 78～85年の年率は4.3f;i:に

達する〈注3）。

2. 価格管理システムの多様化と分権化

前述した小売物価指数と職員・労働者生計費指

数にみられる物価上昇は，価格比の調整のみによ

るのではない。変動価格・自由価格といった価格

方式の多様化，栖格決定権限の地方や企業への委

讃，さらには自由市場取引の拡大などの要因によ

るところも大である。

消費財に用いる工業製品についても価格統制を

緩和するなどの措置が採られてきた。 1979年に第

4機械工業部〈現在の電子工業部）は4種類の電気

工業製品に対して上限を決めた変動価格制を適用

した。 1980年には第 1機横工業部（現在の機械工

業部〕は 16種類の機械製品に対して変動価格制

（下方に20～301,~，上方に20f二末、満〕を導入した。

日期工業品などの雑多な小型品目は「第3類商

品Jに属す（注4)。これは生産・販売出での計画的

規制が最も緩やかであったが，小売価格について

は従来から国家統一価格を適用してきた。

このうち 1982年9月に綿製品（ひもなど20種〉，

雑貨（百貨店で売っているものでボタンなど56種〉，文

寝具ぐ筆など22種〉，金物類（針金など15種〉，交通

用品・電気製品（自転車かご，機灯など18種〉，日用

雑貨（雑貨店で売っているもので竹ぼうきなど29種）

の160品巨について価格統制を撤廃した。さらに

1983年には雑貨（五士郎製品など71種弘文房具（鉛筆

など69種〕，綿製品（テープlレク口スなど45種〉，金物

類（大工道具など17種〉，交通用品・電気製品（電

線など36種）， 日用雑貨（炎わら帽など53種〕， 小食

品（乳製品など9犠〉，小薬品（解熱剤など50滋〕の
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350品目についても閉じ措置を採った（注目。

この措置によって，上記製品のうち商業部門が

一括買付するばあいの価格は工業部門・商業部門

間の協議で決められることになった。また生産企

業が自家販売するばあいは，企業自ら価格決定す

ることが認められた。このことは仕入と販売との

価格差，地域間価格差，商業部門の内部配分価格

などの，従来からある規制を受けなくてもよくな

ったことを意味する。

1984年6月には商業部が買付・配分・省間移出

入指標を管理している「計画商品」（非日用工業品，

農業用生産財も含む〉のirl，日数も削減された。従来

の36品目から，砂糖，銘酒，針金，釘，ガソリン，

灯油，重油，潤滑油，化学肥料，農薬，有名ブラ

ンド自転車，有名ブランドミシン，くず鉄鋼，綿

布，混紡綿布，化繊布，ナイロン，マッチ，洗濯

せっけん，ゴム靴，電球，有名ブランドテレビ，

硫黄，鉄鍋，飯茶碗，農業用ビニールなど26品目

になった（注6）。さらに1986年に商業部の計画管理

する品目は砂糖， 銘酒， 綿布， 混紡綿布，化繊

布， ナイロン， 洗濯せっけん， ゴム靴，鉄鍋，

釘，針金，化学肥料，農薬， くず鉄鋼の14穏にな

っTこ（注7）。

価格面でも 1985年 4月にはミシン，凶産腕時

計，自転車，ラジオ，電気扇風機などは有名ブラ

ンド品を除いて，企業が価格決定できることにな

サ fこ（注8）。

生産財・資本財につし、てはi!-)84年5月の｜匝｜営

工業企業の自主権をさらに拡大する規定」で変動

価格制を大きく採り入れた。企業の自家販売する

生産財・資本財については価格を20広未満の範囲

内で変動させることを許した。企業が自家販売で

きるのは，鋼材の計画内生産の 2おおよび計画超

過生産部分，銑鉄・銅・アノレミニウム・鉛・亜鉛
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・鍔・石炭・セメント・硫酸・濃硝酸・苛性ソー

ダ・精製ソーダ・ゴムの計画超過分，および原材

料の統一配分を受けないで生産した機械・電気関

係の設備・製品などである。

3らに1985年1JJの物価局・物資局の通達は企

業の内家販売する生産財・資本財の価格に対する

上記の：m，な未満とし、う制限まで取り払ったの完全

に市場価格で売買されることになる（「l,9）。

3. 幾度物糞付価格

政府による農産物質付は従来の強制的買付か

ら，市場メカニズムを利用して賢い付ける方向に

献じてきた。

商業部が統一買付・割当買付をしている品目の

数は大幅に減少した。 1983年9月の決定で， 「一

類商品j 「二類商品jiこ属する農業・高1］業生産物

は46種から21種になった。さらに1984年6月には

12種にまでカザトされた。この両年の措置によっ

て，桐油，卵，綿，羊皮，カシミア， りんご，柑

橘類，肉牛，肉羊など34種類が！ヰ家貿付の割当枠

をはずされ，自由に売買できることになった。商

業部の統一買付の対象品目として残ったのは食糧

〈米，小麦，とうもろこし〉，搾油原料（落花生，菜

種，綿実〉，綿花の 3種類である。また割当買付の

対象品毘は，生豚，黄紅麻，ラミー麻，茶葉，牛

皮，綿羊毛，孟宗竹，笛竹，野菜（大中都市と主要

鉱工栄地区〉の9種類になった。

農産物の統一買付・割当貿付品目と価格管理品

目とは従来必ずしも一致していなかった。国務院

各部が買付価格を管理する農産物の目録中の品目

は， 1978年の 113種から84年には50種にまで減少

している。 1983年には茶葉，牛，羊，鶏卵，水産

物，果物などの公定価格を設定することを取りや

めている。他方，食糧，綿花，タバコ葉，搾糖原

料，搾油原料など重要農産物の価格は国務院各部

中国の価格改革と商品経済

の管理が続いている。 1985年には，農産物価格の

管理目録と寅付品目の分類目録とを一致させると

いう指示が出された位10）。

4. 食糧の義務供出制の放棄

1985年の中共中央1号文書の内容を折り込んだ

同年1月の姐紫陽論文は， 53年以来30余年にわた

って維持してきた食糧の義務供出制度を放棄し，

予約買付制へ転換する方針を提出した位11)。1985

食糧年度（4月～〕から予約買付する品目は小麦，

米，とうもろこし，主要産地の大立のみである。そ

の他の食糧は自由売買してよいことになった。国

家が買い付ける食糧のうち， 7500万～8仰0万トンは

各産地と前もって契約を結んで貿付目擦を達成す

る。その際，新価格は「逆三七」（統一買付価格のウェ

イト30仏超過買付価格のウェイト70i,';j:）の加重平均

で決められる。予約買付の外に政府が買い付ける

食慢の価格は農民との協議で決まることになる。

従来の価格構成をみると，統一貫付価格による

関付の割合は漸減傾向にある（第1表〉。協議買付

を除いて，政府買付量に占める統一貿付と超過買

付との比率は， 1980年には54主な対461，；：になってい

る。 1985年から予約買付における超過買付価格の

割合を70~なまで引き上げたということは，新買付

価格の上昇を意味する。

予約買付盤7500万～8000万トンがもみ付き換算か

玄米換算かは明らかでない。玄米換算だとすると

1983年9673万5000トンの政府買付盤には及ばないも

のの，82年の7208万5000トンには達している悦12）。し

第1；表食糧の政府買付における価格構成（%）

（出所〕許毅ほか『社会主義価格問題』北京 中国
財政経済出版社 1982年 217ページ。

ラ
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かし，もみ付き換算だとすると1983年水準を達成

するには 1億1300万トン， 82±p水準を達成するには

8500万トンの政府買付を確保しなければならな U、

世間。協議価格・自由市場価格を通じての買付量

が増えることになる。 1986年度は予約買付量をさ

らに20も';:i:減らして協議価格による寅付量を増やす

方針を出している（注14)o 6000万～6400万トンが予約

翼付最になる。したがって，さらに市場調達しな

ければならない部分は増大する。

筆者が四川，雲南両省農業庁の責任者と面談し

て得た食櫨賀付価格は第2：丸第3表に示したと

おりである。四川省では1984年政府買付最の90~＇エ

は統一貸付価格であったというから，お5年には米

が84年の 1斤（500Z:C＇）当り 0.17771己から 0.2:35元

に，小麦が0.163元から0.195元に上がったことに

なる。

望雲南省では1985年買付は予約買付17億斤，総量

第2議問川省の食糧貿付価格(1斤当り）

1984 

米
統一貿付価格
超過買付価格
小変
統一賞、価絡
超過買、価絡

（単位：元〉

1985 

0.169 i予約貿付価絡 Io.235 
0.254 I 

0.155 I予約質付価格！ 0.195 
0.233 I I 

（出所） 198611'-3月，問川省農業庁へのインタピ品

（主主〉 1斤＝500g。

第3表雲南省の食檎貸付価格(1斤当り）

米
小＇＆：；
とうもろとし

0.265 
0.188 
0.144 

（単位・元〉

1985 

0.2'.14 
0.210 
0.157 

（出所〉 1986'+ 3月，翌雲南省農業！？へのインタピュ

（注） 1984'r'以前の価終は， 11）義務供出， 12）超過悶
付（（1）の50%増）， 13）超・超過貿付（12）の20%土問〉，
(4）紐・超・超過1寄付（13）の20%嫡）の加議平均。
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で30億～33億斤を予定している。 1984年の総買付

量は30億斤であった。

なお，食櫨のほかに綿花，搾油作物も義務供出

制から予約貿付制へ移行している。

5. 副食品価格の自由化

1985年から肉（豚・牛・羊〕，家禽，卵，および

それらの加工食品，ならびに野菜，果物などの副

食品価格を自由変動制へと移行した。 1985年5月

の段階でまだ実施していないのは江蘇，陳西，甘

粛，新覆の四つの省・自治医であったが， 7月ま

でには全国的に実施に移された（淀川。

北京市は1985:lf.5月10日から話I］食品価格の自由

化を実施した。省，市，自治区では話番目， 35重

点都市のうちでは話番目に入る。この自由化で

1500種類の品目の価格が平均30～sM,i:上昇した。

北京市の小売総額の30~＇,;i:が自由価格制へ移行した

ことになる日16＼豚肉価格のみ指導的価格を設定

している。 500？当り標準価格の上下に 2角の範

囲内での変動幅で指導しているo

第4表は1985年日月10日前後の物価動向を北京

市・天津市で実地調査したものである。品目によ

っては 2-:-i併の値l二がりを示しているものもあ

る。

日1］食品価格自由化の主要な目的は，市場メカニ

ズムを導入することによって供給の量と慣を改善

することにある。従来の肥給制あるいは闘定価格

方式の下では，価格は安いが必要な商品が店蹟に

なかったり，行列しなければ貿えなかったりし

た。価格の自由化にともなう物価上昇は確かにマ

イナス要因ではある。しかし，品質の向上，品種

・数量の増力n，行列に費やす時間の短縮，接客態

度など財・サービスの供給が改善されるならば，

物価上昇というマイナス婆悶を相殺することがで

きる。原則的には「時は金なりJの社会的通念が



1986080009.TIF

中国の価格改革と商品経済
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－－~込山L 一一一 一⑬い ち ’ 乍

」

⑬さくらんぽ

⑩桑 の
0.65 0.60 

0.7 0.75 
11.0～（42.9～11.00～（33.3～ 
I 57.1) I 53.3) 
11・1 li:i5 
0.90 I 
11.20～（33.3～： 
I 38.9) 11.25 
10.70 0.78 i 

i0.9ト（お7-il.O～（お2]42.9) 41.0) I 1.00 11.11 I 

（設〉 (1）各欄の左側数字は， 1斤当りの値段（上段が自由化前，下段が自由化後）。
(2) 各欄の右側カミっこ内の数字は，価格の変化率（%）。
(3）友設商店の野菜・果物価格は， 1983年1月からすでに価格を自由に決定しており， 85年5月10日前後での
変化はない。したがって， 1984年5月と85年5月とで比較した。

成立する方向に向かっている。

上海ガニも値上がりして庶民の口に入らないと

最近の物価高騰を嘆いた声に対し，砕暮橋はカニ

は食べられなくても魚や肉があるではないかと反

論している。彼が物価委員会主任であった1960年

代の初めに価格統制を行なったことがあるが，そ

れは物資の極端に不足した当時の状況下で採られ

た緊急措置であった。食の確保にきゅうきゅうと

した段階を脱し，基本的な生活必需品の供給があ

る程度満たされた現在，配給制では多様化する需

要に応じ切れないというのである位17）。中国社会

は普くも悪くも優勝劣敗の原理が通用する社会に

なってきた。

価格自由化の目指している方向は比較的はっき

りしているが，実効をあげるためにはその他の環

境条｛牛が整っていなければならない。北京市の副

食品価格自由化にあたq ては，次のような問題が

残されてu、た。

(1) 北京市の年間野菜需要400万トンのうち， 250

万トンが近郊で生産されている。ところが1985年の

きゅうり，キャベツ，なす，ちしゃなどの作付面

積は40～501，~も誠少した。その理由として， 10月

からの価格改革の議論の決着が長引いたために農

民が価格自由化の実施を信じなかったこと，およ

び請負制施行以後の野菜農家の慢性的労働力不足

があげられる〈注目〉。

(2) 価格自由化を行なった結果，一部の品目は

直営商店の方が自由市場より高いという，従来あ

まりみられなかった状況が現われている。これは

国営商店と自由市場との競争から生じたというよ

り，むしろ国営商店の末端価格に対して上級部門

が規制を加えているからである。これは「第2公

定価格」だとして皮肉られている佐川。

このような上級部門の価格規制が可能なのは，

野菜のばあいには野菜供給公司が独占的に卸売り

をする，というように供給ルートが一本化されて

いるからである。

(3) トラック等による北京市内搬入にかんする

禁止条項がある。そのために1985年6月25日は昨

年同期より80l,';i:ほど野菜の供給が減少した。次の

ようなケースがある（注20¥

「済惨市西城郷からトラックを借りてニンニク苗1

トンを積んできた農民は管荘検問所で市内進入をストッ

プされた。その間，駐車料1時間0.35元，レンタカー

代1日196元，宿泊代4元を負担している。

9 
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安徽省から，はるばるニンユク苗を積んできた農家

も検問所で足止めをくってすべて腐らせてしまった。

1(削元の損失である。省・地区・市の紹介状がなかっ

たためである。

市内に入城してからも，市内の交通・風紀を取り締

る交通局・市容僻公室の人員が勝手な名目で手数料・

罰金を課してくる」。

以上の問題点に対して，北京市も対応措揮を講

じてはいる。 5JJ:n日には「野菜搬入を許可する

決定！が発布された（注21)。自動車は第2環状線ま

で， トラクターは第3環状線まで許可証なしの入

城を認可した。 f交のB時から翌朝GH寺までは向動

車・馬車は市街Kへの進入を認められた。人力三

輪車・向転車・リヤカーは主要大通りを除し、て自

由に行商してよいことになった他22）。

たしかに例年の野菜供給状況に比べると少しは

改誇されている。従来冬になると野菜はひからび

た白菜しかなかった。現在では常備とはいえない

までも他の葉菜類，きゅうり， トマトなども店頭

に置かれている。しかし，物価の上昇率をカバー

するほど，供給凶でFil:.質の改葬があったかどう

かは疑わしい。

豚の赤身肉に対十る需嬰は増えているが入手は

難しい。 「門書幸肉.J（ショー・クインドウにあるだけ

で実際には売ってくれない），「丹頂鶴J（上の一部に赤

身肉があるだけでドはナベて脂身〉など間営商店の

供給姿勢に対しては依然として不満が多U、。

いったん価格の向由化をしたものの，晩秋から

冬にかけての野菜供給の減少する時期になると相

次いで価絡規制を｜再開する都市が出てきた。北

京，ハノレビン，大連，銀川，太原，岡安， ブブホ

ト，武漢などでは野菜の主婆品目に対してk限価

格を設定した。上海，蘭州、｜では計阿悶定価格告と復

活してし、るCll:23）。全i凶的にこれら副食品供給を市

場メカニズムにゆだねるだけの余裕はまだなL、。

IO 

（注 1) 『経済参考』 1986年1月16日。

（注2) 『1i駈絡理論与実践』 1985年第4号 56ベ・

シ。

(it 3) 中闘のインアレの要丙につし、ての研究に

は，石川滋「中国の新佃l＇絡政策と物価・インフレ」

（『日中経済協会報』 198Q{f2月号〕／南部稔「中国のイ

ンフレーションJ（『アジア研究』第32巻第1号 1985

年4月） 4～9ベージ／商売進『どこへ行く中国縦約』

fj木評論社 1985年 158～164ページ，などがある。

（注4) 石原享一「計画化と価格」 （丸山仲n日制
『転機に立つ中肉経済』 アジア経済研究所 1985年〉

52ベージ。

（注5）『経済ll報』 1983年9Jl 15 H，『側約理論弓

突出』 1983:f十一第6号 45～48ベーージ。

(It 6〕 『価絡原論＇－ j.実践』 1985"1第：3{J- 34ベー

ジ。有名プランドを若T紹介しておくと，銘酒は貴州

茅台消，山凶紛酒，四川五糧波，青島ビールなど21種，

r1 ＋~1Jf（は上海鳳風など 9 種， ミシンは上海蜜峰など4

有i，テレピは上海金製，福州福日テレビなど20種から

なる。

(It 7) 『巾国商業報』 1986年4JJ 5円。

（／主H〕 『価絡原論与実践』 1985｛ド第4号 53～54 
_, －、，
,,_  Yo  

Ot9〕 『価格理論与実践』 1985年第3り 60ベ
、、戸
〉ノ。

(rtlO) 中凶経済イド鍛術総＇.fJ.1会総『中国経済＂ F

鑑』北京経済管浬山版社 1985年版 X-51ページ。

（法11) 『人民日報』 1985年1月31日。 1F;文訴の

全文は『人民U報』 1985年3月25U。

（注12) 凶家統計局貸与b物価統計11）編『中国'ft,¥)1物

f1lli統計資料』 北京 ,j，附統計Ill版社 1984年 156ベ
、、戸
〉〆。

(il13) lnl上青 113～125ページ。もみ付き＇ f(付お：

への換算は，同苦手のJ士会貸付総量の i，み｛十きと；立米と

の換算比率を/tlb、た。 1983年0.855,82｛ド0.85である。

（注14) 『人民13報』（海外版〉 1986年3月12日。

（法15) 『経済日報』 1985年5月18／『人民日報』

（海外版） 1985年10月13日。

(lt16) 1985年日月241J，北京rli物｛rlli1,iJへのイン担

ビュー。

（注17）醇桜橋 1:fJI;悶6if. 3転物仰！和人民生治的変

化」 く『人h':II報』 1985年12月6LT）／「解答鱗絞物価

手n人民生治的変化」（『紙済日報』 19861F 1 JJ 6日）。
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（注18) 『経済日報』 1985年6n 1口。
（注目） 『人民I]報』 1985年5刀29LI。

（住20) 『農民日報』 1985年5月30Ll。

（注21) 『北京日報』 1985年5月3Ul。

（注22）『経済日報』 1985年6Fl 4 11によると，北

京で野菜を奇る何人経営：の市場i'ij也率It5刀10～2511

の！切問をとると 3分の2を市めている。

〔i主23）『統済会考』 1981イ11JI 8 11 o 

n 市場経済化の進展

1. 「経済体制改革にかんする決定j

1984年10月の中共12期3中全会で採択された「経

済体制改革にかんする決定」〈以下「決定」と略す）

は，中l司のU指すべき計耐システムの基本的特徴

を「共有制に基づく計画的商品経済」ということ

ばで概括した。その内容は次の，J,1，＇／：からなる位 1〕。

( 1) 計両性のある「商品経済jであっ也て，全面的

に市場調節に依拠する「市場経済Jではiなし、。

(2) 計画規制のない市場調節によるのは，一部

の農業・副業生産物，日用雑1W1，およびサービ

スである。市場調節は補完的役割を来たす。

(3) 計i商経済は指令的計同iと「指導的計嗣」

（法的強命ljカのない百十耐という意味であり， f誘導

1'!'0計画」と訳してもよい）とからなる。

(4) 指令的計画の範囲をと縮小して，指導的計回i

の範聞を拡大していく。

以上の内容を図示すると第1図のようになる。

この12期3中全会の「決定」の注目すべき点は，社

会主義を「商品経済」であると定義したところにあ

る。なぜなら，中央計画化の用具として市場機構を

第ll溜「決定Jにおける「計閥的商品経済Jの内符

［指令的計画一一→縮小へ
( frl・岡経済 l

長i閥的 J l指導的託行商一一→拡大へ
向品経済七十凶規制のない市場州節ー補完的

（出所〉 事医者作成。

中国の価格改革と商品経済

利用した分権的社会主義を唱えているW・ ブノレス

でさえ「社会主義経済は商品経済であるJと定義す

ることに強く反対しているのであるから位2)0 

1978年以降の計画と市場をめぐる論争で，すで

に社会主義における商品・貨幣関係の利用の必要

性は語られていたとはいえ，社会主義は「商品経

済Jであると定義付けるまでには至っていなかっ

たat3＼マノレクス主義の古典の批判的検討を踏ま

えて中国社会主義と商品経済との不可分性を正面

から論じたのは，中共12期3中全会の約1カ月の

のち 2度にわたって発表された社会科学院院長

（当時）の馬洪の論文である借り。倍統的・古典的

な社会主義論では，互いに結び付きそうもない

「社会主義」と「商品経済」という二つの概念が

不可分のものとして統一されたのである。 「共有

制のもとで」とか「計画性のあるJなどの限定付

きとはいうものの党・政府が公式に「商品経済」

であると定義付けたことは，従来の中間の社会主

義論と訣別する大転換である。

き聖者はここで「社会主義と商品経済JCまたは商品

関係〕という民年にわたる論争的な議論に立ち入

って中国的見解が正当か子fかを論じるつもりはな

い（注目。ただし，以下の議論を展開する必要上，

「商品経済」と「市場経済」ということばの内容

を盤現しておきたい。

「決定Jは中闘が目指すべきそデノレを「計嗣性

をもった商品経済」と定義している。筆者自身は

これを「誘導市場型モデル」〈注6), あるいはコノレ

ナイ流に「管理された市場経済」と呼んでも描い

ているモデルの内容に大差はないと理解している

位打。たしかに「決定」は前出のように「向品経

済Jと「市場経済Jということばを区別して使っ

てはいるが，これも全く計酬規制のない市場調節

によゥて経済運営するものではないことを強調し

I I 
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たいがためにすぎない。

以上の点を断わったうえでなお，号表者は以下で

は「商品経済Jと「市場経済」とを区別して使っ

ていくことがある。それは自給自足に対する「商

品経済j化のもつ意味と，計画経済に対比される

「市場経済！という意味とを区別したいがためで

あるo それ以上に両方の慨念を｜疋別して使う必要

十生はないとちょえている。

周知のように1985年9月の中国共産党全国代表

会議で，趨紫陽・ aド小平は改革の推進を重視した

3被告を行なった（注8）。これらの論調に対し，調整

派・保守派と目される陳雲は同じ会議で異色のス

ピーチをした。そのなかで，「無工不富J（工業が

ないと豊かになれない〕の声が大きく 「無農不穏」

（農業がないと安定しない〕の見解を圧倒している

と，現在の政策と情勢に憂慮を表明している。こ

れと同時に陳雲は「計l画経済を主， 市場調節を

従」という従来どおりの計画経済を強調したスロ

ーガンを提出している目的。このスローガンは，

極端な景気抑制策を採った1980年代初めの調整邦l

には陳雲のみならず多くの論者によって甜られて

いたものである（注10）。

前述の「決定jにおいて「計両性のある商品経

済Jという定義が正式に承認されたにもかかわム

ず，陳雲のこの発言は計画と市場をめぐる議論が

最終的に決着していないことをもの諮っている。

なお，改革派といわれる著名な経済学者である

時暮橋は，この陳雲発言後ただちに自派に都合の

いい解説を試みている惟11¥

その解説によると， 1980年には「計闘調節と市

場調節との結合」というスローガンをかかげてい

た。当時は，計同調節の内容のなかに政府の指令

的価格を包摂するだけで，価格の一定輔の変動を

認めた部分を含んでいなかった。後にこの指導的

12 

価格で売買される部分も計画経済の範暗に入れる

ことになった。したがって陳雲の唱えた「計画経

済を主，市ー場調節を従」というスローガンは，

1980年当時の「計画調節と市場調節との結合」と

いうスローガンより経済改革をさらに推進させる

内容を有しているというのである。

確かに本節の肖頭で紹介したように，「決定｜は

け阿経済のなかに指導的計闘も入れ込んでいる。

しかし， I梓暮橋の解説するような意図で，先の陳

雲発言の：真意があったとは考えにくい。むしろ，

陳謹発言は政府の方針からはみ出したものであっ

たがゆえに，昨暮橋の曲解にも近い解説が発表さ

れなければならなかったといえる。ただし，この

ような意見の相違は主として改革の各論・進度を

めぐってであって，改革の必要性そのものが否定

されているとは思われない。

2. 宮崎議ー教授の「商品経済化比率」の検討

前項では， 「決定」の提示した「商品経済」と

いうことばは「市場経済Jとし、いかえても実質的

な内脊に大差がないと述べた。一般的な用語法で

いくと，商品経済化の進展というとき，商品・貨

幣経済の浸透による自給自足経済の崩壊過程を

味することが多い。また，市場経済は計画‘経済に

対比され，計画的視制の及んでいない市場メカ

ズムで動いている部分を指す。「決定Jのいう「閥

品経済」は農村の商品化の進展などの而も含んで

はいるが，むしろ計画規制の緩和を強調する側面

の方が強い。その意味で，筆者は「市場経済Jと

いいかえてもよいといったのである。

とのように理論的・政策的に公認、された中国社

における尚品経済化・市場経済化の進熊は

実際には，どの程度に逮しているのであろうか。

宮崎義一教慌の論文〈注12）は， 12期 3中全会以降

発表された中閣の仙i格改革および商品経済にかん
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する論文のうち，最も控目を集めたものの一つで

あったと思われる。筆者も啓蒙されるところ少な

くなかった。しかし，意見を異にする点もいくつ

かある。

まず，宮崎教授の論稿を検討することから論を

進めてU、きたい。宮輔教授は中国における「商品

経済の進展度jをはかるにあたって次のような表

を利用しておられる（第5表〉。

「商品経済化比率」は，第5表の A/BとD/C

とで示される。すなわち，

A一社会声高小売総額
B一社会生産総顧 10 
（宮崎氏の表現では社会総生探額）

D_f十会消費品として小売される食糧
c- 食糧生産量 (2) 

(1）式l土生産総額中における市場取引の比率を求

めようとしたものであれほ）式は食糧の商品化率

を示している。

宮崎教授は第5表から， A!Bが20.9～27.7t1-

の悶を上下し，商品経済化比率が低い状態のまま

であるとヤわれる。また食糧商品化率 DICにつ

いても加山に達していないが，日本の農家経済に

おける水稲高品化率80.8広などと比しきわめて低

中国の｛副本井改革と商品経済

い状態にあることを示される。

このような商品経済化比率の検討から宮崎教授

の得られる結論は次のとおりである位13）。

「要するに第12期3中全会の『中共中央決定』にも

かかわらず，中関における商品経済化のテンポはなお

遅く不十分で，大部分が実物経済の状態のままに残っ

ている」。

さらに続けて

「中共中央の決定自体も範凶をあくまでも従業員数

回O万人の『都市を重点とする経消体制の改革』に限

定している」，

したがって

「人口8憶の農村と都市との聞に横たわる不合裂な

資源配分そのものの全般的な改革については未着手の

まま残されている」

とさ.tiている。

以上の宮崎教授の結論には筆者は同意しかね

る。「決定」が都市改革に重点を置いたのは， 1979

年以来都市に先行して着手した農村改革が一応

の成果を収めたからである。また農村・都市聞の

資源配分が合盟的か不合理かは別にして，出産物

肉付の制度・価格面での改革は現在までのところ

最も進んでいる分野である。「決定Jの意義は漸く

第5署長 官崎義一教授の「商品経済化比率」

年 A(%) 糧 食 社会糧消食費品ω小売量I D 
(C) I ←（%） 

（億元） （億元）
B 

（万トン） （万トン） C 

1952 276.8 1,015 27.1 16,392 2,961.0 18.1 
195..5 392.2 1,415 27.7 18,394 3,522.5 19.2 
19創） 696.9 2,679 26.0 14,350 4,883.5 34.0 
1965 670.3 2,6!!5 24.9 19,45:~ 3,682.0 18.9 
1970 858.0 ユ，800 22.6 23,996 3,657.0 15.2 

1975 1,271.1 s,:11リ 23.6 28,452 4,196.5 14.7 
1976 1,339.4 日，43:l 20.9 28,631 4,444.5 15.7 
1977 1,432.8 6,om 2.3.9 28,27.3 4,681.0 16.6 
1978 1,558.6 6,846 22.8 30,477 4,750.0 15.6 
1979 1,800‘。 7,642 26.8 33,212 4,902.5 14.8 

1980 2,140.0 s,s:n 25.0 32,056 5,497.0 
16.9 1981 2,350.0 9,071 25.9 32,502 6,107.0 
18.8 1982 2,570.0 9,963 25.8 35,450 6,720.5 
19.0 1983 2,849.4 11,052 25.9 38,727 7,095.0 
18.3 

CH:l所〉 宮崎義一「中闘における価絡改革のゆくえ」（『エコノミスト』 1985年3月12日〕 18ページ。

13 
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転換がどれだけ進展しているかをみようとしたも

のである。

第 1に問題と思われるのは，宮崎教授の比較さ

れる商品化率の計算方法が日本と中国で異なって

いる点である。日本の水稲商品化率は生産量で農

にして，改革の重点を農村から都市に移したこと

にある。自Ii掲のごとき宮崎教授の結論が導かれた

のは，中国の発表する統計の扱い方に問題があっ

たからである。問題点を列挙すると以下のとおり。

(1)式について。 A/Bは市場取引される部分（品）

家販売数量を除して算出される（注14）。

宮崎教授が中閣の商品化率を算出されるばあいに

ところカ人いし、かえると計画に組み込まれていないの比率，

部分の比率を示したものである。

問題点の第1は，社会生産総額が農業， は，分母は同じだが分子が消費財として小売され

る食糧の消費量になっている。

工業，

第山lこ，宵崎教慌の用いておられる中国の食糧

生産量は「原糊」（もみ付き〕換算であり， ' -±, '--
ノj、7じと

建設業，運輸業，商業の生産額の総和であるのに

対し社会商品ノト売総額は消費財・農業用生産財

の販売額にすぎ、ないことである。大部分の原材料

・機械などの生産財・資本財は社会商品小売総額 「貿易糧」（玄米〕換算であれる食輔の消費量は

る。計監単位が不統ーである。

商品化率3. 

前J貞で宮崎教投の「商品経済化比率」の問題点

では筆者は中l請の商品経済化の進

展をどのようにしてはかるかを示したL、。

まず，農民の自給自足経済から商品経済への転

化状況をみる。

中国の全国農民家計調査資料によると，農民の

生活消費支111に山める自給部分と商品購入者I＼分と

の比率は第6表のとおりである。燃料の自給率が

増加しているのを除けば， 1978年からお；1年にかけ

て商品購入の比率が急増していることがわかる。

1978if段階では自給部分の方がまだ多かったが，

を指摘したが，

いる範聞の異なる 2種類の統計数字で両者”の比率

を出しても意味がなし、。

Zr, 2に，社会商品小売総制のすべてが市場経済

で取引されてし、るわけではない。社会商品小売総

額のなかには政府凶定価絡で売られる消費財・農

したがって，包抗してのなかに含まれてu、ない。

さらには食惜など配給制のも業用生産財もあるο

のさえある。

2日3トニ，生産財・資本財は社会尚品小売総額の

そのなかには市場仰iなかから除外されているが，

格で取引される部分もある。

(2）式について。 D/Cは農家経済の商品化

L守、かえれば自給自足経済かん商品経済への

(b) 

.7,> 
小‘，

第6義 生活・）向貸支It.＼および生産用支出re.r1iめる111封品購入部分と自給部分の比主主

錦繍｜食品｜衣獄 l燃 ｜生産川出
総制

7.66 
45.0 
55.。
4:l.5 
7:i.5 
26.5 

用円H

7.62 
87.7 
12.:1 

26.9 
99.0 
1.0 

宅

3.67 
95.1 
4.9 

27 .6 
97.8 
2.2 

｛主n 

8.28 
:11“9 
68.1 

13.5 
22.4 
77.6 

11.71 
89.0 
11.0 

27.7 
98.2 
1.8 

78.59 
24.1 
75.9 

112.9 
日9.7
60.:3 

242.8 
58.8 
41.2 

1978年
総額（元）
商品化部分（%）
自給郎分（%）
1983付与
総 額（フ己）
商品化部分（%）
内紛部分（%）

147.2 
40.2 
59.8 

27, 67, 70ページο1984"1-' 中l蛍統計出版社悶家統計局燦業統JI",，］編『；伐国農民生活的L（大変化』北京（出所）

14 
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83年には完全に関係は逆転している。

北京，天津，上海など大都市郊外の農村にいく

と商品購入の比率がさらに高くなる。北京では燃

料さえ71.H;fまで商品化されている（第7表〕。

生産面での支出でみると第6表のように，全生

産財支出に占める商品購入部分の比率は， 1978年

の451i誌から83年には73.日立まで達している。

次に，作物別の商品化率をみよう。 1983年の農

家調査資料による農家人口 l人当りの商品化率は

第3表のとおり。食糧が24.4ぷと低率を示してい

るのを除けば，他の作物はいずれも50;,-;,fを上まわ

っている。

前掲の商品化率は全国の農家サンプノレ凋査にも

とづく農家人口 1人当りのものであるが，全国生

第7表大都市郊外農村の消費支tllに占める
商品化部分（1983年〉 （%） 

｜北京｜天津！上海

生活消費支出
食ロ

＂口
衣類
燃料
住宅
日用品その他

81.5 
69.4 
99.5 
35.8 
98.a 
96.8 

（出所〉第6表と問じ（29ページ〉。

第8表作物別の商品化率（1983年〉

82.2 
70.0 
97.9 
31.9 
95.7 
98.a 

(1斤口5凹 g〕

単｛以！生産最 販売長｜商号！？

搾持食糖油原原糧料料
斤／人 1,008.78 245.77 24.4 

” 26.33 17.10 64.9 
" 79.06 63.26 80.0 

グノ〈コ " 3.44 2.96 86.0 
県 物 ” 18.03 12.00 66.6 
H家
禽rム勾I 
斤fri 197.09 147.76 75.0 

’媛 ” 10.:10 6.74 65.4 ，， 6.43 :cl.67 57.1 
魚1n1 " 3:cl.04 I 18.25 55.2 

" 9.68 : 7.65 79.0 

（出所〉第6交と同じ（13,14ページ）。
（注〕 (1）単位欄の「斤／人」は農家人11 1人当り，
「斤／戸Jは幾家1戸当りのff.産量.)!Ii完J涯をヨ慢す。
(2）販売監のう九集団で統一販売した部分は除
かれているから，商品化率は実際には主らに高
くなる。

年

1952 
1957 
1962 
1965 
1970 

1975 
1976 
1977 
1978 
1979 

1980 
1981 
1982 ! 
198日
1984 

第
ny 
表

帆伺

食

3,327.0 
4,804.0 
3,814.5 
4,868.5 
5,443.5 

6,086.0 
5,825.0 
5,661.5 
6,174.0 
7,198.5 

7,299.5 
7,850.5 
9,186.0 
11,985.5 
14,169.0 

中国の価格改革と商；，，＇， f'[，済

’閥

〆t、、
口山

率立

化山明

16,391.5 
19,504.5 
16,000.0 
19,452.5 
23,995.5 

28,451.5 
28,630.5 
28,272.5 
:c!0,476.5 
33,211.5 

32,055.5 
:12,502.0 
35,450.0 
:38,727.5 
40,730.5 

旺剥川、
原比

vp、、If
－－AB 

20.3 
24.6 
2:cl.8 
25.0 
22.7 

21.4 
20.3 
20.0 
20.3 
21.7 

22.8 
24.2 
25.9 
30.9 
34.8 

、っ%L（ 

(I竹所） 国家統計局編『中国統計年鑑』 北京 lド問
統計Ill版社 1985年版 482ページ。

産量と販売量との関係はどうなっているだろう

カ込。

食輔の商品化率をみたのが第9表である。この

表の食糧販売量のなかには，農民が国の商業部門

や工業部門，および非農業住民に売った食植を含

んでいるが，農民から農民に直接売られた部分は

含まれていない（注15＼それでも 1982年以前の20f~"j:

台から8:-3年，例年には：：mιを超えるにいたってい
る。日本の稲作農家の商品化率に比べれば決して

高いとはし、えないが，商品化率の上昇傾向を示し

ていることは確かである。

工業品，農産物も含めて生産盤全体のなかで消

費財として売られる比率はどれだけかを示したの

が，第10表である。農産物のなかで A/Bの比率が

最も低いのは食糧である。食輔の社会商品小売統

計は人の食用になる部分だけを対象としており，

種子・制料用を合まなし、。また，工業の生産的泊

ままによって他の製品中に対象化され直接小売され

ない部分が除かれてし、る。たとえば，織布の糊付，

醸造，阪薬品などに用いるばあいは除かれる(11:16）。

さらに，人仁1(7）最も多い農民間の売買を合んでい

Eラ
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第10表 消費財として小売される比率（1983年〉

一一.·~··· I（長期ぷ－1日本店＊I~）l;iマセ｜容［よ）！日
小売量（A) I 7，日s I日，473 I 339.9 2,sπ.5! 2,7幻 I 2s4.副2,004.31 臼2.i 剖9.5
生産量（B) I 38,727.51 20,661.41 347.2 492.31 6,646.7i 546 I 1,938 I 604 11,613 

主雪崩，］，（!) ! 19.5%！刈町田.51 …… 1田 41 98.11 （腎）
1京葉＊ ，..精製市種布｜ナイロン｜毛7瓦「瓦五日：¥!ti洗一一ぞ｜君主ぴん
｜（万担） I （~； i）押な）｜（万J;)I 切トン）｜（万足）（億足~ 10｛~シ）｜（万船

小 売 員（A) r ム9・;1. 9! -;_05 .4i一丸山:i.-T・・・・・・・.・・・6.1長。，810.51γι11 64.sh山；0.9
生産震（B) I 801・1 179.3' 148.8 1,429.1! 10.21118,361 I 4.61 67.711,383.1 
殺民投ト（~) 1 4~: ;1 12:;: 70. 8 1必 6; 60.1 I 113.31 1凹 zl 95.71 85.5 

電球！ラジオ1デし引需品問ー右一日「云炭
（万台）｜（億個） （万台） ; （万台） I C万トン）｜（万トン）（億トン）

主言塁泣け i：鍛：；：I~：諮 t~認：~： it~9! ti~ij 話 I 6~r ·5110.~説·51 ；：詰
！ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ （原油）｜ （原炭）

禁影浜小（；）！ 回ず 112.4 95.0 山 1I 問 6 123.21 5.7! 1.21 21.7 

〔出所〉『中国貿易物価統計資料 19回～1983』北米 中国統計1H版社 1984年 90～108ページ／第9表と同じ
(476ページ〕。
（注〕農産物小売量のなかには，幾民から非農業住民に売られたものも含めて算出した（＊をつけたものみしか
し，農民から農民に売られた監は不明のため，どの品目についても算入することができなかった。

ない。これらの特徴も食糧の低い率に影響してい

る。同じ農産物でも肉類などは高比率を示してい

る。

工業製品のばあいには A/Bの高低の区分は明

白である。主としてそのまま消費財として用いら

れる洗濯せっけん，魔法びん， ミシン，自転車な

どは80～90おになる。ラジオ，テレビ，腕時計など

は 100~＇＊を超えているが，輸入品のカウントおよ

び生産時期と販売時期のずれの問題がある。逆に

きわめて低率を示してし、るのが，精製ソーダ，機

械製紙，石油，石炭など:1:として生産財として用

いられているものであるο

このように A/Bは総生産盤に占める社会商占1

小売量の比率をみたものであるが，これは消費財

については商品化率のかわりに用いることも可能

である。しかし，生産財については商品化率とは

16 

全く異なった概念になる。したがって，宮崎教授

のように社会商品小売総額を利用して，全財を－

J百L，た商品化率を求めることには問閣がある。

要するに，自給自足経済に対比される意味での

商品化率は，食糧が第9表のように30昨台にある

のが最も低率で，その他の農産物はもっと高い商

品化率を示している。また工業製品につヤてはほ

ぼ100忠商品化されているといってよい。

以上の検討を踏まえると，中国において商品経

済化は相当進展してし、るといえる。その意味では

「決定Jにおける「商品経済！としウ記述は，従

来の公式的見解の束縛から離脱して，商品経済が

現実に存在するという事実を承認しただけのこと

である。もっともすでに述べたように，商品経済

の存在を公式に認めたことが，中国の今後の計画

経済のあり方に対して大きな意義をもつのだが。
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4. 市場メカニズムの導入度

中国における商品交換関係を所有主体別に分類

すると以下の五つのル…トがある。

(1) 国営企業間の取引など国営セクター内での

交換（生産財の売買など〉。

(2) 悶営セクターと集団経営・個人経営との交

換（霞営商業部門による農民かちの重要窪物質付，

また逆に農業用生産財の売却など〉。

(3) 国営セクターと消費者との交換（消費財の

小売など）。

(4) 農民と都市住民との交換（自由市場での売

買など〕。

(5) 農民間の交換（自由市場にまでu、たらない段

階で相互の不足を満たす〕。

これらの商品交換ルートの分類に則して，中国

の市場メカニズムの導入度を価格面から表示して

いきたい。価格規制は抱の計画規制とリンクして

いることが通常であるし，また最後まで価格規制

は残されていることが多い。ただし，市場経済化の

進照度は価格面のみで決まるわけではなし、。その

他の生産・流通面での計画規制があるかないかも

大いに関係している。その点で本項は限界がある。

第1に，国営企業聞で流通する生産財の価格方

式をみる。挙者が別稿ですでに明らかにしている

ように，政府が中央計闘で配分する生産財が総生

産景に占める比率は1970年代以降大幅に低下して

いる位17）。たとえば，19同年と82年とを比べると，

石炭は75ぶから5H',,T-に，鋼材は95tなから53右ミに，

セメントは7lt;fから25i!;i:vこ，木材は63~＇.示から5U立

に落ちている。

中央配分計画から脱落したこれらの生産財のう

ち，地方政府が配分計画を企業に下ろしている部

分もある。しかし，地方計画にすべてが組み込ま

れているわけではない。石炭生産一段の2分の lは

中閣の価格改革と商品経済

中央配分から落ちているが，そのうちの半分は地

方の集団経営・個人経営の炭鉱で生産したもので

あり，市場価格で売買されている。李文忠論文に

よると上記の中央配分計画外の生産財（総生産量

に占める比率で石炭の50lr¥4，鋼材の40,';i:，木材の60.,';;,:,

セメントの75lr¥4）は事実上市場の相場価格で流通し

ているという〈目的。さらに，統一配分炭鉱の生産

した生産財のうちでも，生産計画の目標を超えた

部分については企業が自家販売を許されている。

そのばあいの価格は，企業聞の協議価格で決めて

よい。生産財価格の多重化は，次節の価格多重化

のところでさらに詳しく述べる。

第2に，農民が売りに出す農産物価格について

みる。この交換yレートは前掲の（2）と（4）に関わる。

1985年に，農村から都市に売り渡された農業・副

業生産物は1680億元である。これが農業・副業生産

総額に占める比率は， 1985年には47院である。こ

の数字は農民間の売買を含んでいないから厳密に

いえば問題があるが，農業・副業生産物の商品化

率といってよい。このうち，政府の公定価格で買

い上げた部分が32.l)[;i:，協議価格・変動価格で買

い上げた部分が51.Zi!i，自由市場価格で買い上げ

た部分が16.7l,';;i:である位19)0政府の公定価格以外

第II表農業・高I］業生産物の販売額構成

（%） 

:197~~97~§sof19s1 [19s2[ 1叫…己…
公定価・絡 184.7171. 1：臼.4158.2157.548.0l33.9: 32.1 
超過買付 I7.9!16.7l 17.9l 20.9l 2o.s:2s.1l 33.6!.1 
価格｜ I I I I I I I) 51. 2* 
協議価格 I1.sl 4. 91 9.副11.5111.513.4!14.41J 
自由市場 I5.61 6.71 s.刻 9.4110.2,10.5;18.ll 16.7 
価格｜ I I I I I I 

（出所〉 『中国統計年鑑』 1985年版 479ページ／
同 1984年版 365ページ／『経済日報』 1986年3
月3日。
（注〉 (1) ＊協議価格・変動価格。
(2) 超過買付価格も定義上は公定価格に含まれる。
しかし，本表における公定価格は，最も安い買
付価格（「平価」〉を意味する。 1985年は予約買
付価格も含む。

17 
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第12表公定価格のある日用消費材

高I] 食 ロロ口 食品，相P糖，紙巻タパコ，酒，粉ミルク，サッカリン，サイダー，ジュース，アイスクリー
ム，塁塁j自，酢，ケーキ，あめ（具体的品種は市・県が決める）

紡 鏡 ロロ口 糸〈純綿，化繊，混紡含む〉，綿布，化繊布，ナイロン，毛糸，毛布，絹織物，麻袋，カー
テン地，メリヤス品，赤ネッカチーフ，化学繊維，洗濯のり

文化用品 機械製紙，活字版，パルプ，製紙用網，イリジウム・ベン，鉛筆，インク，ノート，カメラ，
印刷機，フィルム

百 貨 全ゴム靴，布ゴム靴ラ布靴，全ビ、ニーyレ靴（以上の4種類は子供靴を除く〉， マッチ，せっ
けん，洗濯せっけん，融政日コップ，魔法びんおよび内装びん，懐中電灯（ 1～5号〕

金物・電気製品 針金，釘，ペンチ，スパナ，自転車（ブランド名は飛鵠，永久，鳳風〉， オートパイ，家庭
用電球，家庭後光灯（12W以上司，可境線，ゴムコード，メーター，テレピ，ブラウン管，ラ
ジカセ（ラジオを含む〉，共通電子部品．統一輸入電－T部品，生活用電気製品，電気洗濯機，
電気冷蔵庫

化学工業 イオウ，パラフィン，精製ソーダ，震炭酸ソーダ，にかわ，ペンキ，松やに，テレビン油，ロ
ジン油，タンニン駿，グリセリン，ステアリン酸，塩化カリウム，「侍肢J，セラック，「明磯」

日用雑品 鉄鍋，陶器，飯茶碗，ちり紙，家具〔具体的品種は市・県が決める）
耳与 の 他 漢方・西洋医薬，医療器械（具体的品種は市・県が決める）， アルコール， 人造革，合成革，

牛皮革，豚皮革，毛皮，ビニー／レ管，プラスチック板，ビニーノレ膜，生糸，合成材料

(Hi所） 『農民日報J 1986年2月22日。
（注〉 「百貨」と「日用機品」の区別の悲準は不明。

の価格による取引を市場経済化と定義すれば，

1985年の思業・副業生産物の農民売り渡しにおけ

る市場経済化の比率（対売り渡し総量〉は67.9院で

ある（第11表参照〕。

第 3に，国営商業部門から消費者に者られる消

費財がある。工業製品については，前節で述べた

ように， 1982年から83年にかけて日用品510品目

が国家統一価格による統制を撤廃された。そのほ

かに，電子工業部，機械工業部なども変動価格制

を導入している。しかし，この消鐙財価格は国民

生活に直接影響するものであるだけに，計画規制

は依然として厳しい。「第3類商品J（計画規制の最

も緩い雑多な品目〕に属する日用工業品についても

120品目はまだ政府公定価格が適用されている

（注20）。

第12表は日用工業品について政府公定価格

（市・県の決定価格も合む）の適用される品目の例

をあげたものである。

消費者に小売されるさい野菜・肉などは， 1985

年から価格が自由化主れた。国営開店に対する政

18 

野
豚

第13表 1985年1月～9月の全国小売量に

)j刊

菜
肉

占める比率 （%） 

28.3 
40 
却

自由市場

71. 7 
60 
71 

（出所〉 『経済 I~ 報』 1985年12月 20 日。

府の指導的価格（法的強制カはない〉も市場経済化

のなかに入れるとすると野菜・肉などの供給は基

本的に市場調節されていることになる。北京市で

はこの部分の小売額は小売総額の30~';:i:を占める。

しかも，最近では，自由市場で取引される比率は

第13表のように過半を占めるに至っている。

(4）と（5）のyレートでは国家計酬価格による規制が

現在では全くなくなった。

以上のところで各商品交換ルートにおける市場

調節の導入度をみてきた。援要生産財および消費

財として用いられる工業製品は依然として計画規

制が厳しい（注21＼ここではふれなかったが，映

）断，銭湯，迷質などサービス料金も公定価絡が支
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配的である。しかし，改革の進展によって中国経

済の市場化比率は確実にlまっているし，今後も

その方向に進んでいく見通しにある。

（往1) 『中国経済年鑑』 1985年版 1-5ページ。

（注2) W ・ブJレス著 佐藤経明訳『社会主義にお

ける商品と経済』 お波書店 1978年 86ベージ。

（注3) 社会主義のドゼの商品生産と価値法則の問

題について， 30年余にわたる論＜f＞を孫尚清がサーベイ

している〔『経済研究』 1979年第10号〉。 中国研究所

編『新中同年鑑』 1980年版加0ページ。

（注4〕 min 「社会主議制度下的 ~fi品経済」〔『経済

11報』 1984｛ド1]JJ 1911, 11)] 21n）。との論文は『経

消併究』 1984｛十第12号から古1jも司て悩j紋lたもの。

学術論文としてはそれ以前 1，こも漏れIJ. 前「社会主，~；内川

i[,Jffi P.il脳的f:JiiU （『経済1"1学』 1982年第 l弓〕心：ど

が同じ思想、なぶしている。社会主総段階で商品・貨幣

関係を除去で ζ予るという六典的見解l.t歴史と現実によ

って好定されにと主張している。

〈注5) ネ1三＇左手むと向品関係 i乙っし、ての？定者の考え

)jは，石原守‘「中間経済改・11'iへの試論j Cmi1m総夫

J誌も記念、論集『中国史における社会と民衆』 汲白書院

19S:l年〕：330～；334べ－ /o 

（注6〕 子以公tff：「ハンカりー経済岐市10年の道程」

(If'γ シア経済巴1 ,::ri;zo＆ヨ'J:5{J 1979{1:5JJ)23ベ μ

(/J: 7) ハンカリもの経済’γ・A'コーノレーYイは1985+f

iιj七江i二で1mかれた vクu経済'fl'JII!悶際シンポゾウム

ーで，社会jミ誌の附つのモデノレをあげている。

lA 漏出E!C指令的な経済

1 B FM，通性のある日l"wTI経済

2A 符賂された『ti場経済

2B 1'!1!.1化fずれた市場従前

コールナイ iこ上ると，現δのハンガリ と中凶はlB

U） 段階にある。そ I. て，中 ~Jj は 2A i乙前］か訟で H(I'J；怠

＂依（YJIζ進んといる lljfーの同だあるノ：し、守（『｜陀'JH噌済

1見；判i』 1985作10)]1011）。その｜付科 7(*fl介したn:;vi
iζ，品川＇／，＼＇）く 紛；ii{tr!J [Ji¥ l.tハンガリ島－f:f I汗 r~｛ 11[ に和j1: 

’y’ぶか」（『ょにつノミスト』 1986{f'5 JJ 1611）がある。

Cits) a'人J北11報』 1985｛！ム 9Jll911, 9}]2:rno 

Cl主9）『人J1cll鰍』 1985年9JJ23110 

(/UO) 1 とえ日紅旗 ill 版；｜私i~lj；郎縦［／＇ d["ifflj 経済 lj,

rli場cJ,'jj'JIT文：mm一関』 ｜ヒボ h』rJ1:Ul I阪ネl 1988＇ド。

中国の価格改革と商品経済

そのなかには，目華暮橋の「計商経済を主．市場調節を

従」と題した論文も収録されている（137ページ〕。

（注11）欝暮橋「計繭管理体制改本的新課題」（『経

済日報』 1985年10月12日〉。

（注12）宮崎義一「中闘における価格改革のゆく

え」（『エコノミスト』 1985年3月12円〉。

（注13) 岡上論文 19ベージ。

（注14) 『農業統計用語定義総覧』 羨政調査委員会

1975年 389ページ。

（注15〕 劉／J｛光主編『商業統計』北京 中団統計出

版社 1986年 78ベージによれば，現行の社会農業・

刷業生住物買付統計は農民を一つの集作体とみなして

いるため，幾対聞の売買を算入していなL、。また，何

発任「関於股州産品商品率的計算方法」（『統w'l"』1985

tf第］2号〕 17ベージによると，若華民間の交換も含んだ

ばあい，終業・高lj業生産物の商品化率は1983年の四川

省では46.4主引になる。

（注16〕 ｜羽阪上れまか『yjj業統計学』長存 吉林人民

出版社 1982年 187～189ページ。

（れ：17) 石原「計画化と…・・・J 46ページ。

0U8) 李文忠「i峯歩実行誰経営誰定11I」（『価格F重

論与実践』 1985年第 3J,~-) 23ベージ。

OU9〕『経済日報』 1986年3月3目。

（注20〕 『経済学周報』 1985年4月14日。

C n:21) 李鵬副総却の説明によると， 65～701，；：の工

業，＇1111仙絡は政附の公定であるとL、う（『際惑』 1985{!'

t)'l48り10ページ〕。 この比率は品日数表示なのか， <i):

tfi.,bJくなのか不明。

皿多重価格の混在

1. 改革による価格の多重化

中闘が1978年以降進めてきた市場メカニズムの

導入によって，政府公定価格の他に多種類の価格

が併存することになった。多重価格と呼んでお

く。多重価格とは同…品種、同品質の製品であり

ながら， J十欄規制や流通ルートなどの違いによ什

て成也する異なった似fi格をいう。

原材料・エネルギーなどを採掘十る鉱業部門の

価格は加工部門・製造業に比べると低廉で，）点材
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（出所〉 World Bank, China: Socialist Economic 
Development，第2巻， WorldBank Country 
Study，ワシントン D.C., 1983年， 196ページ。
（注） 1985年レポートにおける石炭価格は，中国が
11ドル／トン，国際価格が34ドル／トンとなってい
る（WorldBank, China: Long-Term Issues 
and Options, Annex C，ワシントン D.C., 1985 

年， 76ページ〕。

料・エネルギーの採掘部門に属する企業が赤字経

営である最大の要因となっている。第14表は世銀

報告にあるエネルギーの圏内価格と国際価格との

比較である。ガソリン，灯油などの石油製品や電

気に比し，原材料としての石炭・石油の価格がき

わめて低く抑えられていることがわかる位1＼石

炭の国内価格と輸出価格との差はトン当り 90～

120元（6～7倍差に相当〉にも及ぶ位2）。

全国生産量の50（な余を占める統一配分炭鉱の原

炭は1979年5月に 1トン当り 5元値上がりし， 20～

21元になった。 31.5~';;i:の上昇である。しかし， 1983

年段階でこの統一配分炭鉱の65.6~なは依然として

赤字であづた位幻。 1985年3月の通知で再び石炭

価格を調整した。胤炭はトン当り24～25元になっ

たo このときの主な価格調整の原則は次の3点か

らなる〈注.（）。

(1) 統一配分炭鉱の石炭価格の地域差を現行の

5～10／｝江から10～20広に拡大する。

(2）選}jlj炭と原炭との価格差を大きくする。

これによって選別炭が原炭より安いという不

20 

合理な面を是正することをねらっている。こ

れまで炭鉱側は選別するほど損を被るため，

選別しないで原炭のまま売ろうとした。その

結果，年間3000万トンものボタが原炭とともに

輸送されていた。

(3) 全般的に石炭価格を引き上げる。

石炭は以上の統一配分炭鉱で生産したものの他

に，残りの50~：討は省営・地区営・県営などの地方

国営炭鉱や集団・個人経営の炭鉱で生産されてい

る（注目。生産量の2o~·x を占める地方国営炭鉱の公

定価格は統一配分炭鉱よりトン当り 5～10元ほど

高い。また農民が集団や個人で自力開発した石炭

は全国生産量の30t';;i:余をも占めている。これらの

価格は市場価格であり， トン当り 8元から 140元

ぐらいまでの幅がある（注6¥

さらに統一配分炭鉱の石炭でも，生産計闘を超

過した分は協議価格で売貸される。江蘇省、はとく

に石炭供給の不足してかる地域だが，消費量の3

分の1以上は協議価格で調達される。価格は公定

価格の2倍から数倍になる位。。別の資料では同

じ江蘇省の市場価格はトン当り 1983年 160元， 84

年 100元を記録している他的。上海市物資局の調

べた石炭の計i例外価格は1984年7月90～110元，

B月間～102元，11月80～則元の水準にある（行9）。

福建省では民間の生活用石炭価格は1962年以前

に決められたものである。恵安地区のトン当り価

格は33元で， トン当り輸送費40元すらカバーして

いない。そのために， 807古の開市価格が成立して

し、る（注10）。

鋼材の価格は，国家統一配分価格，地方発注価

格，輸入割増価格，冶金工業部の掌握する変動価

格，計画超過部分の自家販売価格など多岐にわた

っている。市場価格は統一配分価格の2～3倍に

なる（注11）。
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木材のばあい，閤家統一配分外の「自留材」

（伐採単位が自単位用に留保する分〉や非規格材は食

糧と交換したり，資材調達の見返りに用いたりし

ている。その価格は実質的に市場価格である。江

西省、宜春地区銅鼓県の例では公定価格の1.6～2.8

倍に達している位12〕。また1985年全国の統一配分

外の林産品交易会では，南部の集団所有林の木材

は国家買付価絡の3M：＋増の価格で取引されている

（注13)

以上に述べたような多重価格の存在は多かれ少

なかれ他の生産財価格にもみられる。その原因と

して次の諸点が考えられる。

第1に，すでに述べたように計岡管理の実態と

して，中央の統一回分が総生産量に占める比率が

低下している。

第2に，経済改革政策の推進下で中央計岡から

除外される部分が増大した。

1984年10月のl刻家計画委員会「計画体制の改革

にかんする若干の暫定規定」によると，同家計画

委員会が品種と生産設を計嗣指標として下ろナ品

目は従来の 12:Jから60に減少した。現在も指令的

計聞に組み込まれているのは，｜司家が統p d配分す

る石炭，原油および石油製品，鋼材，非鉄金属，

木材，セメント，発電量，重姿な化学工業原料，

化学肥料，重要機械・温気設備，化学繊維，新聞用

紙，タパコ，軍事工業製品などである位14¥

生産財配分についてみると， 1985年計闘にかん

する宋平報告のなかで， l説家計困委員会と物資局

が統一配分する生産財の品目数を従来の 256種か

ら65穏に減らすことになった伯15）。その後，物資

局長の報告で2:.1品円に減ったことがゆiらかになっ

tc. （注16）。

そのうえに，中央の肥分計闘に組み込まれてい

る企業の生産する品目でも，計闘趨過分は市場価

中国の価格改革と商品経済

格で販売することができる。

第3に，地方国営企業の価格は地方が管理する。

第4に，郷鎮企業も含む農民の集閉経営・個人

経営に対しては価格規制がほとんどない。

第5に，生産財を市場取引する「物資交易セ

ンター」が各地に設立されて，省外の企業や集団

経営・個人経営の企業も参加できるようになっ

た。地方企業が生産財市場を通じて調達している

比率は鋼材のばあいで総消費量の37iti:，木材で46

2主，セメントで6H与に達している位17）。

第6に，政策的に低く抑え込まれた計画価格が

一方にあり，他方で生産財の供給が構要に追いつ

かない状況下で闇市場が成立している。

このような諸要因から生じた現段階の多量価格

化に対し，計画的統制の厳しかった1978年以前に

は，一物一価といかないまでも闇市場価格を除け

ば表向き単一の価格が成立していた。逆に，この

単一価格は企業の経営改善への意欲を減殺してい

た。その意味では，多重価格の登場は企業の経営

努力を喚超し，エネルギー・原材料生産の発展を

促した。家た，価格上昇で得た資金を再投入すれ

ば投資構造の調整にも役立つ。国外資源を利用し

た方が相対的に有利であるにもかかわらず，政策

的な低価格のためにコストの商い間内資源を浪費

するということもなくなる。従来の行政的計画シ

ステムに比べれば，現在のシステムは融通性のあ

るシステムとして評価できる。

しかし他方で，多重価格の存在はいくつかの間

閣をもたらしている。国務院経済技術社会発展研

究センター価格組の調査によると，次のような問

題点が指摘溢れる惟18）。

川販売する製品は岡地価格であるのに，消費

する原材料は市場価格で調達しなければなら

ない企業のばあい，コスト上昇のため正常な
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経営活動を限害される。

(2) 計画超過分は企業が数倍の価格で自家販売

できるが，自家販売の方に力を入れて計画内

の供給義務を果たさなくなる。

(3）転売，空売り，横流しなどが横行し，闇市

場が成立する。供給が需要に追いつかない消

費財との交換，運輸・電力との相互供給，企

業従業員の子弟の経営する系列公司へ融通す

るなどのケースもある。

(4) 全般的な物価上昇をもたらす。 1984年に生

産財の公定価格の上昇は小幅であったにもか

かわらず，計画外の企業の自家販売部分の値

上がりは大幅であった。 1984年の初めには企

業の自主価格は公定価格の30~~増であった

が，下半期には鋼材，自動車，石炭，インゴ

ット，木材，セメント，精製ソーダなど軒並

みに公定価格の2～3倍にまで上昇している

位 19）。それでも1985年2月以前には，企業の

自家販売価格に対し，基準価格の上下20f止ま

でという変動幅の規制が設けられていた。す

でに述べたように2月以降はこの制限枠すら

取り払ってしまった。

消費財・サービスも生産財価格と同様に，市場

メカニズムの導入によって多重価格が成立してい

る。農産物の買付における価格の多重化も前節で

紹介したようにこの数年間で大きく進展してい

る。改革によってもたらされたこれら消費財の多

重価格についても生産財のぱあいと同織の問題が

生じている。

なお，石家荘市では，生産財価格を市場価格に

一本化する方向で多重価格の解消を試みている。

1985年1月から鋼材，木材，銑鉄，精製ソーダの

4品目について，統一配分計画に組み込まれてい

るかどうかにかかわりなく市場価絡で完買するこ
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とにした。ただし，統一配分価格で配分されるは

ずの部分を市場価格で購入した企業に対しては，

「物資交易センター」の市場価格と統一配分価格

との差額を物資局が補給する。企業によっては原

材料を市場価格で購入し，製品を統一配分価格で

売らねばならないケースもある。上述した差額補

給はこのような損失を償うためである。

2. 対外開放による価格の多重化

中国が発行している紙幣には人民元と外貨先換

券（以下先換券と略す）とがある。正確にいうとその

ほかに， 1985年1月～3月の聞に一時的に流通し

た人民銀行広東省支店発行の50元， 100元札もあ

る。先換券は1980年3月の規定にもとづいて外為

銀行である中国銀行が発行したものである。先換

券の登場によって人民銀行発行の人民元は外貨と

の免換性を失った。

外国人が中国の乗物，ホテノレ等を利用するとき

には先換券で支払うことを求められる。しかも，

列車の席，ホテルの部屋など同じサーピスを享受

したとしても，その値段は中国人料金の数倍にな

る。いわゆる外国人料金である。また1985年4月か

ら合弁（中外合資・合作〉のホテルの宿泊費・食費

は各ホテルが自主的に決めることになった惜跡。

国営ホテルの料金は公定のままである。価格はさ

らに多重化する。

前例とは逆に先換券で購入する方が値段が安く

なるばあいがある。一般に各地の友誼商店は外国

人および華僑を顧客として想定しており，先換券

（あるいは先換証明書付の人民元）での購入を求める。

しかし，商品によっては人民元と先換券とで価格

を二重表示しているばあいがある。このときには

免換券表示価格の方が20～30岩＇，i:安くなる。仏山で

はディスコ・ダンスの券までも二重価格表示であ

った。
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このように免換券iこ対する割引価格，裏を返せ

ば人民元に対する割増価格が必要とされる理由は

いくつかあげられる。

楊国桂論文によれば，第1に工業製品は国際価

格の方が国内価格より安い。テレビ，ラジオ，計

算機などの割引価格は華僑商店では201,＇；；；引きして

ある。それでも香港で購入し関税等を支払った方

が30広以上安くなるという。

第2に，国内製品の輸出価格は友誼商店の割引

価格よりさらに安い。春蕎ブランドの女性用腕時

計は友誼商店で 25US九相当額で売っているが，

輸出価格は14.5us九である。
第3に，このような条件下で友誼商店が先換券

に対する割引価格を廃止しでも売れるわけがな

く，外貨収入を減らすだけである（注目。

すでに免換券発行前に割引価格は実施されてい

た。外国船員に対して外貨免換証明書があれば値

引きして売っていた。広州、iの友誼商店では1979年

4月から外貨での購入に対して割引価格を採用し

ている。

第15表で，輸入した電気冷蔵庫の基準小売価格

（翰送費等を含めても地域差は3.51,:,:tで〉と中国製の

基準小売価格〈変動編は上下8；；与まで〉とを示し

た。いずれも国家物栖局が定めたものである。日

本製は中国製の1.6～1.7倍である。ソ連・東欧製

は中国製と同じ｛直か，あるいはもっと安u、。日本

製品は品費もよく耐久性もあると消費者の評判も

よいので上記の価格でも需要に応じ切れないはず

である。したがって価格表はあるものの商品自体

が店頭になし、事態が起きる。割高な価格でも人民

元で購入？きればまだいU、方なのである（注22）。

以上に述べた状況は，国際価格と国内価格とが

長年にわたって遮断されてきた条件の下で，対外

開放を実施せ芯るを得なかったところから生じて

中閣の価絡改革と商品経済

第15表電気冷蔵庫の公定小売価格

一製主白riT去最υ）一一輸入緬硲量
｜ l小売価格（元）

日一一本1-~71「日ふいふ

ソ 連

チェコスロパキア
ハンガリ｝
ユーゴスラピア

ノレーマニア

ボーラ

中

ンド

国

158 I 1,320 
155 I 1,300 
148～150 I 1,2卯
141～145 I 1,250 

160 I 785 
140 I 700 
175 I 830 
160 I 820 
145 I 610 
135 I 600 

140 I 580 
180 I 650 
175 I 820 

180 
170 
160 
150 
140 

875 
835 
800 
765 
730 

（出所〉 『中国消費者報』 1986年1月20目。
（注〉 日本製は各社の型式ごとに値段に格差がつけ
られているが省略した。 1706は2ドアの標準タ
イプ。

いる。人民元の外貨との先換性を認めなかった

り，貿易決済用の内部レート制を採ったりしてき

たこともそうした中国のかかえている矛盾の現わ

れである。現在，先換券の廃止を考慮してャると

報道されているが，決して二重価格制を必要とす

る状況自体が消滅するわけではない。先換券を廃

止しても，人民元と外貨とのE換を認めなU、限り

外貨そのものの闇流通を促すだけのことになる。

。主1) 同様の内’若手は主Jl少逸・周大昌「論我国能源

価格結構的合理調整」（『価絡王単一論与実践』 1985年第4

4ま） 27ページ。

（注2) 回~［＼雲副総理， 1985年 3 J J 23 llの価桁改革

にかんするスピーチ。

（注 3) 張純音「’：（~，炭価格改革的緊迫性和複雑性」

（『財貿経済』 1985年第6号） 47ベージ。

（注4) 「閃於拡大統配似地区室長価和制主主品阪比価

方案的報告」（『価格理論与実践』 1985年第4号〕 52

へーシ。

（注5) 『人民日報』 1986年4月6日。 1985年の石

炭の全凶生産主，t8億7000万トンの内訳は沙くのとおり。
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1986080026.TIF

48 （%〕

52 

（注6) 国務院価格研究センターでのヒアリング，

1985年11月13日。

（注7) 『財貿経済』 1985年第2サ 19ページ。

（注8) E幸暮橋「1979年以来穏定和調整物価問題」
〈『経済研究』 1985年第6号） 43ベージ。

〈注9) 「市場動向J（『価格理論与実践』 1985年第

2号） 44ベージe

〈注目〉 毛重渓「煤炭価格改革的連鎖反応J（『価絡

理論与実践』 1985年第2-8・) 37ベーン。

（注11）辞「1979年以来……J43ページ／費正明

「価格体系改革的回顧与展望」（『価修理論与実践』

1985年第2号） 29ページ。

（注12) 誇光慶「改革木材価格的際討」（『価格理論

与実践』 1985年第3号）却ベージ。

〈注13) 「市場動向jor価祁理論与実践』 1985年第
2号） 44ページ。

〈注14) 『経済日報』 1984年10月6日／『人民日報』

1984年10月10日。

（注15) 『人民日報』 1985年4月13日。

（注目〉 『人民日報』 1986年3月4日。

（注17〕 向上。

（注18) 関務院経済技術社会発炭研究中心価格組

「関於生産資料両種価格潤題和宏観管理措施JC『価格

理論与実践J 1986年第1号〕 9～10ページ。
〈注19) 『中国経済年鑑』 1985年版 N-41ベージJ

〈注20）『価格理論与実践』 19;回年第4号 56ベー

ジa

（注21) 楊国桂「浅談外経商品俊待価」（『価格理論

与実践』 1985年第3q-) 43～44ページ。

（注22) 電気製品など売れ行ぎのよい商品は，公定

価絡が守られないこともしばしばである。

北京市豊台区の建設総合商店では2Mンの「佳麗」プ
ランドのカラーテレピを1680元で29台売りさばいた。

公定価格は1550元である。また旭東貿易服務公司は

こねのある郭陽区勤松の販売経理部の職員fC3M-ンのテ

レビを正規の1570元で売った。ところが，残りの30数

台は60元増しの不当な似段セヲt，γごいる。 『北京晩

報』 1985年10Pl27日。
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1978年以来の経済改革および価格改革の展開に

ともなって，中国の商品経済化・市場経済化は大

幅に進展してきた。商品経済化部分が大半を占め

ているという点では，現在のインフレが中国の国

民経済全体に及ぼす影響は大である。新中国にな

ってからこれまで3回のインフレがあった。 1949

年4月～50年2月，1960年代の初頭，そして現在の

経済改革の実施以降である。過去のインフレに比

べれば，商品経済の範囲が拡大している分だけ現

段階のインフレはより深刻な問題となっている。

また現在進められている部分的・段階的な市場

メカニズムの導入は，同一品種・同一品質の商品

について一物多価の状態をつくり出した。この多

重価格化は企業の活性化を促すという面ではたし

かに貢献した。しかし他方で市場販売を増やした

ために計画が宋達成になったり，横流しゃ闇市場

での流通といった現象も増えてし、る。 「計画と市

場との結合Jというよりはむしろ「計画と市場と

の混在jといった方が適当かもしれない。

もちろん経済改革や対外開放が一挙に完成され

るわけではなく，価格の多重化は現段階では必要

性も必然性もある。将来的には多重価格が過渡的

なものとして消えさるのか，それとも半ば永続的

に描在したままで残るのか。商品経済化・市場経

済化の比率が増大していくのはもはや大きな流れ

となっている。しかし多重価格の混在状況が消失

するかどうかは，改革と開放が今後さらにどこま

で展開されるかにかかっている。

〔付記］ 繁者は1鎗4年3月から86年4月にかけて在

中国日本大使館に専門調査員として勤務する機会に恵

まれた。本稿はその期間の研究成果に多くを負ってい

る。記して勢憶を表したい。ただし内容その他に関す

る資任はすべて筆者個人に帰ナる。

くアジア経済研究所調査研究部〉
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